
山形県山形市（中核市）

山形市役所福祉推進部生活福祉課生活支援室
電話番号：023-641-1212（代表）内線789

平成３０年４月 事業開始

家計改善支援事業

人口 246,259人 保護率 0.873％

新規相談受付件数（人口10万人当たり） 9.4／月

プラン作成件数 （人口10万人当たり） 4.8／月

任意事業等の実施状況

支援会議 就労準備 家計改善 シェルター 地域居住 子ども

× ○ ○ × × ○

１．基本情報

２．支援状況

３．事業の概要等

実施方法

・委託 ：単年度、随意契約
・委託先：山形市社会福祉協議会（平成３０年度～）
・自立相談支援事業及び家計改善支援事業を同一事業者（山形市
社会福祉協議会）に委託して一体的に実施。

・生活困窮者以外に被保護者を家計改善支援事業対象者とするこ
とで被保護者への対応を一体的に実施。

事業概要

・相談窓口を山形市社会福祉協議会及び市役所の２か所に設置。
・家計改善支援員を各相談窓口に１名配置。
・支援対象者の相談内容に応じて、家計に関するアセスメントを
行い、家計に関する課題を「見える化」した上で「家計再生プ
ラン」を作成。支援対象者自身の生活再生に向けた意欲を引き
出しながら、家計管理に関する支援、滞納解消や各種給付制度
等の利用に向けた支援、債務整理に関する支援、貸付のあっせ
ん等の支援を実施。

事業費 １１，７０１千円

その他
特記事項

・自立相談支援窓口に家計改善支援員を配置することで、初回面
談時から連携した支援が可能になり、迅速・効果的な対応がで
きる。

４．事業の立ち上げプロセス
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委託先の検討
【１０ヶ月前】

・委託先については、先に自立相談支援事業を委託してい
た山形市社会福祉協議会への委託を検討。
⇒自立相談支援事業及び家計改善支援事業を一体的に実施
するため、相談窓口の設置場所及び相談員の配置等につ
いて委託先と事前調整を行った。
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庁内の財政部
局との調整
【６ヶ月前】

・当初予算要求に当たり、家計改善支援事業を単独実施し
た場合の効果及び必要性について、庁内の財政部局へ説
明。
⇒県内及び東北地方内の自治体、家計改善支援事業の先進
自治体より、事業実績及び事業費等について情報収集を
実施。

自治体コンサ
ルタントサー
ビスの利用
【６ヶ月前】

・生活困窮者自立支援全国ネットワークが実施する自治体
コンサルタントサービスへ応募。
⇒現状の課題解決に向けて、家計改善支援事業を効果的に
実施する上での事業形態及び支援の在り方について助言
があり、今後の改善すべき点について明確になる。

・自立相談支援事業及び家計改善支援事業の連携が密接となることで、家計
相談への繋ぎが積極的となり、スピーディーな対応が可能となった。

【実績】
・プラン作成件数：３件（平成２９年度）⇒１２９件（平成３０年度）

・平成２９年度、県が実施している家計相談支援事業（委託先：
山形県労働者福祉協議会）を活用して広域実施。

【課題】
・負担金が高い。
・コンサル的な支援となり根本的な解決に至らない。
・自立相談支援機関（委託先：山形市社会福祉協議会）と場所が離れている
ため連携が希薄。

・家計相談に繋ぐまでタイムラグがあり、相談者の実態把握に時間がかかる。

（令和５年３月３１日現在）

（令和３年度）

（令和４年度）

（令和５年度）

課題：①


